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ＩＣＴの取り組み



四国地方整備局

令和3年度からの取組み



四国地方整備局

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
令和４年度

（予定）

i-Constructionに関する工種拡大

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。
○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への適用拡大を検討

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工 （港湾）

ICT構造物工
（橋梁上部）（基礎工）

ICT構造物工 （橋脚・橋台）

ICT路盤工

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（床堀工、小規模土工）
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出来形計測の効率化を検討効率化及び緻密化 PC上で寸法計測

型
枠
設
置

橋脚周辺部を含めた
点群データの取得
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【ICT構造物工（橋脚・橋台）】
・3次元計測技術を用いることで、広範囲に計測が行えるため、計測作業の効率化
・高所での計測作業の省力化による作業の安全性向上
・出来形・出来高を点群等電子データを利用してデスクトップ上で安全・迅速に実施
・R3年度に各地整で試行し、試行結果を踏まえて出来形管理要領としてとりまとめ、R4年度から本格導入する。

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い策定した基準
3次元計測技術を用いた出来形管理要領（橋脚・橋台編）
3次元計測技術を用いた出来形管理の監督・検査要領（橋脚・橋台編）
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ＩＣＴ構造物工（橋脚・橋台）※フローで囲みがないものは従来手法を想定

〇起工計測にﾚｰｻﾞｽｷｬﾅやUAV等を活用

・広範囲に計測が可能
〇出来形・出来高計測はﾚｰｻﾞｽｷｬﾅ、ノンプリＴＳ等を活用
〇計測データを活用して、デスクトップ上で計測を実施

従来施工
（高所での測量)

TLSで点群測量 PC上で寸法計測

ICT活用工種の拡大 ICT構造物工（橋脚・橋台）

前年度工事橋脚
（対象外橋脚）

今年度工事橋脚
（対象橋脚）

対象橋脚のみではなく、周辺を含めた計測が望ましい。

前年度工事橋脚
（対象外橋脚）

今年度工事橋脚
（対象橋脚）
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書面を電子化
して検査



四国地方整備局
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・点群データを用いた構造物の位置
および出来形管理を試行し検証

・面管理で取得できる写真データを活
用したひび割れ調査を試行し検証

Ｒ３年度に試行を実施

・３次元出来形計測費用と従
来の出来形管理費用との
比較検証

・面管理による出来形管理
の更なる効率化や維持管
理への活用を検証

ICT構造物工（橋脚・橋台）のR3年度試行内容について



四国地方整備局

Ｒ２年度中の整備を予定

※従来施工の締固め機械はﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗ及びﾀｲﾔﾛｰﾗ
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【ICT路盤工（加速度応答による密度管理）】

・締固め密度を面的に把握することによる品質の向上
・現場密度試験（砂置換法）の省略による試験・分析作業の効率化
・R3年度に各地整で試行し、試行結果を踏まえて品質管理要領としてとりまとめ、R4年度から本格導入する。

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い策定した基準
加速度応答法を用いた路盤の締固め管理試行要領（案）
加速度応答法を用いた路盤の締固め管理の監督・検査試行要領（案） 6

ICT活用工種の拡大 ICT路盤工（加速度応答による密度管理）

ＩＣＴ路盤工（加速度応答による密度管理）
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上層路盤（繰り返し）

加速度応答値の計測は数秒
に１回であるので、計測
データ間は同値で補間する

：加速度応答値データ取得位置

振動ローラ進行方向

管理ブロックの転圧判定は
四隅１点の判定方法で行う

高い

低い

加速度応答値

：管理ブロック（0.5m×0.5m）

GNSS受信機

加速度応答値のリアルタイム表示

加速度計

GNSSアンテナ
〇振動ローラに取付た加速度計により路盤の密度を計測
〇面的に路盤の密度管理でき品質が向上

（従来施工）
砂置換による密度管理（部分的な管理） （ICT施工）加速度応答値による密度管理（面管理）

Ｒ３年度に試行を実施

・加速度応答法の密度計測精度（路
盤材・現場条件別に検証）

・品質管理規格値（面管理）の検討
・計測効率やコストの確認



四国地方整備局Ｒ３年度 ＩＣＴ構造物工（橋梁上部・基礎工）の検討

発注者

OK

i-Construction

③３次元計測技術による施工・
３Ｄデータを用いた構造物の施工管理

④検査の省力化①ドローンやＴＬＳによる
高効率３Ｄ測量

②３Ｄ測量データと３Ｄ設計
データによる施工計画

正確な現況測量等により、
現場の状況を適切に把握

測量

従来方法

測量の実施

設計図から施工図を作成
し施工上必要な座標を計
算し施工の準備

書面を電子化
して検査対象範囲を一点ずつ測量する。

広範な測量には時間が必要
施工進捗に伴い､施工
管理結果を記録し管理
書類を作成

出来形計測の効率化を検討

発注者

OK

効率化
効率化効率化

効率化及び緻密化

設計・施工計画 施工 検査

BIM/CIMによる
３Ｄ構造物設計

３Ｄ測量による
現況データ

３次元測量を活用し出来
形検査の効率化を実現。

PC上で寸法計測

ドローン、ＴＬＳ、TS

等をもちいて基礎工
（杭）の現場での出
来形計測

基礎工
（杭）

ヒートマップで橋梁上部の施工
結果も表示可能

タブレット端末

ドローン、ＴＬＳ、
TS等をもちいて
橋梁上部の現場
での出来形計測

Ｌ
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四国地方整備局

土工量

(m3)

2万

1.5万

1万

0.3万

0 1億 2億 3億 予定価格（円）

発注方式（土工）（現行）

発注者指定型

施工者希望型Ⅰ型

施工者希望型Ⅱ型又は簡易型

発注者指定型の拡大

＜現在の発注方式＞ ＜見直し後の発注方式＞

○ 発注者指定型については、6千万円以上かつ10,000m3以上の土工事を拡大対象範囲とする。
○ 施工者希望型Ⅰ型については、3,000m3以上の土工事を対象。【現状維持】

0.6億

土工量

(m3)

2万

1.5万

1万

0.3万

0 1億 2億 3億 予定価格（円）

発注方式（土工）（改定案）

発注者指定型

施工者希望Ⅰ型

施工者希望Ⅱ型又は簡易型

C

発注者指定型拡大

Cランク業者への

拡大

対象
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四国地方整備局基準類策定・改定の内訳（R３年度より適用を開始）

○ICT施工工種拡大に伴う基準類策定・改定（３工種）

○民間等の要望を踏まえた基準の策定・改定（産学官連携による基準作成の取組）

工 種 対応 基 準 名

ICT構造物工 新規基準策定
・３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）（橋脚・橋台編）
・３次元計測技術を用いた出来形管理の監督・検査要領（案）（橋脚・橋台編）

ICT路盤工 新規基準策定
・加速度応答法を用いた路盤の締固め管理試行要領（案）
・加速度応答法を用いた路盤の締固め管理の監督・検査試行要領（案）

ICT海上地盤改良工
（床掘工・置換工）

新規基準策定

・マルチビームを用いた深浅測量マニュアル（海上地盤改良工：床掘工・置換工編）
・３次元データを用いた港湾工事数量算出要領（海上地盤改良工：床掘工・置換工編）
・３次元データを用いた出来形管理要領（海上地盤改良工：床掘工・置換工編）
・３次元データを用いた出来形管理の監督・検査要領（海上地盤改良工：床掘工・置換工編）
・ICT活用工事積算要領（海上地盤改良工：床掘工・置換工編）

工 種 対応 基 準 名

ICT土工 新規基準策定
・３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）（土工編）

施工履歴データによる出来形管理の（土工編）を策定

ICT法面工 既存基準改定
・３次元計測技術を用いた出来形計測要領（案）（法面工編）

空中写真測量（無人航空機）での斜め撮影を可能とするための改定

ICT護岸工 既存基準改定
・３次元計測技術を用いた出来形計測要領（案）（護岸工編）

多点計測技術（ＵＡＶ写真測量、地上レーザースキャナー等）の適用追加による改定

※出来形管理要領等にて表示,軽微な改定除く
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○土木工事標準歩掛（ICT関連）の新規制定

工 種 対応 基 準 名

砂防土工（ICT） 新規基準策定 ・土木工事標準歩掛「砂防土工（ICT）」



四国地方整備局

項 目 計上項目 積算方法

① 3次元起工測量
共通仮設費

見積徴収 に
よる積上げ② 3次元設計データ作成

R2(現行）

○ ICT施工のうち、３次元起工測量、３次元設計データ作成費用は見積徴収している。
○ 国の基準を準用する地方公共団体も多いが、現場条件等により見積金額にバラツキが生じること

があり、見積金額の妥当性の判断が困難なことから歩掛化を求める声がある。

⇒原則、見積徴取としつつ、国の実績を基にした算定式を見積参考資料として整理

３D起工測量費用（単位：万円）

土工量（単位：ｍ３） 土工量（単位：ｍ３）

３D設計データ作成費用（単位：万円）

①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる設計・
施工計画

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）

見積のバラツキ 見積のバラツキ
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ＩＣＴ施工の見積参考資料の策定
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技術基準のスリム化について～要領再編～ＵＡＶ写真
土工編

地上型ＴＬＳ
土工編

地上型ＴＬＳ
舗装工事編

地上移動体
搭載型ＬＳ

舗装工事編

現状

土工

舗装

各要領の共通事項を整
理し、再編・簡素化

■総則

■様式集

■土工編

■舗装工事編

ＵＡＶ写真

ＴＬＳ

ＭＬＳ

土工共通

舗装共通

ＴＬＳ

共通事項

技術別

各種要領の重複項目・
内容の整理

工種の違い

技術の違い

共通事項

再編・簡素化に関する検討

共通事項

技術別

○ 工種拡大や計測技術の追加により、多くの出来形管理要領（約１１５０頁）がある。

○ 利用者の読みやすさ、使いやすさ、改訂のしやすさを考慮し、令和３年度向けに技術基
準類の構成を見直し、頁数を約３割（約８００ページ）へ減らしスリム化を図る。
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四国地方整備局
既存の出来形管理要領（案）と再編版の対応表

既存の出来形管理要領（案）
再編版 ３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）

（本文） （参考資料・様式集）

１編 総則 １編 総則

1 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

２編
土工編

（施工履歴データを用いた出来形管理要領
追記）

２編 土工編（参考資料・様式集）

2 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）

3 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（土工編）（案）

4 ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）

5 ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

6 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

7 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）

8 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

３編 舗装工事編 ３編 舗装工事編（参考資料・様式集）

9 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（舗装工事編）（案）

10
ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理の出来形管理要領
（舗装工事編）（案）

11
地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領
（舗装工事編）（案）

12 施工履歴データを用いた出来形管理要領（路面切削工事編）（案） ４編 路面切削工事編 ４編 路面切削工事編（参考資料・様式集）

13 音響測深機器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）
５編 河川浚渫工事編 ５編 河川浚渫工事編（参考資料・様式集）

14 施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）

15 ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の出来形管理要領（護岸工編）（案） ６編
護岸工編

（UAV・ＴＬＳ等の出来形管理要領追記）
６編 護岸工編（参考資料・様式集）

16
施工履歴データを用いた出来形管理要領
（表層安定処理等・中層地盤改良工事編）（案）

７編 表層安定処理等・中層地盤改良工事編 ７編
表層安定処理等・中層地盤改良工事編

（参考資料・様式集）

17 施工履歴データを用いた出来形管理要領（スラリー撹拌工編）（案） ８編 スラリー撹拌工編 ８編
固結工スラリー撹拌工編

（参考資料・様式集）

18 ３次元計測技術を用いた計測要領（案）

９編
法面工編

（ＵＡＶ斜め撮影の追記）
９編 法面工編（参考資料・様式集）

10編 トンネル工編 10編 トンネル工編（参考資料・様式集）

11編 橋脚・橋台編 11編 橋脚・橋台編（参考資料・様式集）

※赤字 R3年度 新規・改定に伴い追記した事項
12



四国地方整備局要領再編版の「pdfファイル」の活用方法（案）

• 再編版の「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」には、付属資料として「対象工種および対象技術一覧/各技術の作業フ
ローと再編版要領目次との対応」を備えており、「対象工種および対象技術一覧/各技術の作業フローと再編版要領目次との対応」
と「再編版要領」をリンクすることにより、対象となる工種や使用される技術から作業フローへ、さらには作業フローから再編版要領
の記載箇所へリンクすることができる。

対象工種および対象技術一覧/

各技術の作業フローと再編版要領目次との対応
再編版要領本文

click

click
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四国地方整備局
港湾工事のi-Constructionの推進

1. ICT浚渫工のさらなる推進 2. その他の工事へのＩＣＴの拡大

■ICT基礎工､ICTブロック据付工の試行工事を実施

捨石投入・均し ブロック据付
水中の施工箇所の可視化

■ICT測量、施工のICT化の本格運用
（ICT浚渫工の実施）

3. BIM/CIMの活用
■BIM/CIMを活用した試行工事・業務の実施

ケーソン据付

・ケーソン本体工のモデル工事を実施
（ケーソンの半自動据付）

・ICT海上地盤改良工（床掘・置換）の検討

各種要領の整備 策定・改定

測量

マニュアル

数量算出

出来形管理

監督・検査

積 算

第9回港湾におけるICT導入検討委員会資料(R2.2.14)より引用

(令和5年度：小規模を除くすべての工事で原則適用)
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四国地方整備局
港湾におけるICT活用工事の推進

ICT浚渫工

ICT基礎工

ICTブロック据付工 原則全件

原則全件

令和2年度：高松港、東予港で実施

◆事前測量、捨石数量計算、施工可視化

◆事前測量、浚渫土量数量計算、

施工可視化、出来形測量

◆施工可視化、完成断面形状の測量

原則全件

令和2年度：高知港、須崎港、宿毛湾港で実施

令和2年度：高知港、須崎港、宿毛湾港で実施

水中の施工位置を
リアルタイムで可視化

水中の出来形を可視化

15



四国地方整備局
港湾におけるBIM/CIMの活用

【BIM/CIM活用工事・業務】
令和2年度：徳島小松島港、高松港、高知港海岸などで実施

『令和5年度までに小規模を除く全ての公共工事において、

BIM/CIM原則適用』

の目標に向けて、順次適用を拡大していく。

徳島小松島港金磯地区岸壁(-11m)改良におけるCIMモデル

高知港海岸浦戸湾地区（タナスカ）

におけるCIMモデル 16



四国地方整備局港湾におけるi-Construction活用に向けたロードマップ（案）(1/2)
第2回港湾におけるi-Construction推進委員会(R3.2.10)資料より引用
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四国地方整備局港湾におけるi-Construction活用に向けたロードマップ（案）(2/2)
第2回港湾におけるi-Construction推進委員会(R3.2.10)資料より引用
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四国地方整備局

これまでの取組概要



四国地方整備局
ＩＣＴ活用の工事区分等

20

単独 発注者指定型 施工者希望Ⅰ型 施工者希望Ⅱ型

1 ICT土工 ○↑1,000ｍ3 ○ ○ ○

2 ICT舗装工 ○↑3,000ｍ2 ○ ○ ○

3 ICT浚渫工    ○(－) ○ ○ ○

4 ICT地盤改良工    ○(－) × × ○

5 ICT法面工    ○(－) × × ○

6 ICT舗装工(修繕工）    ○(－) × ○ ○

7 ICT付帯構造物設置工 × ー ー ー

8 作業土工(床堀） × ー ー ー

9 ICT構造物工 試行

発注者指定型 施工者希望Ⅰ型 施工者希望Ⅱ型

1 ICT土工
３億円↑

６千万円・１万ｍ3↑

６千万円・１万ｍ3↓

3000ｍ3↓
3000ｍ3↓

2 ICT舗装工
３億円↑

１万ｍ2↑

３億円↓

１万ｍ2↑

３億円↓

１万ｍ2↓

3 ICT浚渫工
３億円↑

B↑

３億円↓

２万ｍ3↑

C

３億円↓

２万ｍ3↓

4 ICT地盤改良工 × × ○

5 ICT法面工 × × ○

6 ICT舗装工（修繕工） × １万ｍ2↑ １万ｍ2↓

7 ICT付帯構造物設置工 × ー ー

8 作業土工(床堀） × ー ー

○ 対象工事 × 対象外工事



四国地方整備局
ＩＣＴの活用状況【本省集計ベース：年度別】

ICT土工において着実に増加
単位：件

22 11 32

95
124

3
2

20
14 12

14

0

50

100

150

200

H28 H29 H30 R1 R2

土工 舗装工 法面工 地盤改良工

21

[四国直轄工事] 

公告 公告 公告 うち 公告 うち 公告 うち

件数 件数 件数 ICT実施 件数 ICT実施 件数 ICT実施

土工 44 22 46 11 59 32 95 95 129 124

舗装工 6 3 3 2 19 20 18 14

法面工 3 1

地盤改良工 2 2 15 14

合計 44 22 52 14 62 34 116 117 165 153

工種

H30 R1 R2

ICT実施 ICT実施

H29H28

＊ＩＣＴ実施数の定義
Ｒ１年度 完成済工事及び契約済工事におけるＩＣＴの取組予定（協議中）等を含む件数

Ｒ２年度 完成済工事及び契約済工事におけるＩＣＴの取組予定（協議中）を含む件数



四国地方整備局
ＩＣＴの活用状況【本省集計ベース 発注形式別】

【四国概要】

発注方式 単位：件

R1年度 R2年度 増減

発注者指定型 5 0 ▲ 5

施工者希望Ⅰ型 51 80 ＋29

施工者希望Ⅱ型 59 73 ＋14

その他 2 0 ▲ 2

合計 117 153 ＋36

ICT活用工事種別 単位：件

R1年度 R2年度 増減 R1年度 R2年度 増減 R1年度 R2年度 増減 R1年度 R2年度 増減 R1年度 R2年度 増減 R1年度 R2年度 増減

ICT契約数 95 129 ＋34 19 18 ▲ 1 0 0 0 3 ＋3 2 15 ＋13 116 165 ＋49

ICT実施数 95 124 ＋29 20 14 ▲ 6 0 0 0 1 ＋1 2 14 ＋12 117 153 ＋36

合計ICT土工 ICT舗装 ICT浚渫（河川） ICT（法面工）対象工事 ICT地盤改良工

22

[四国直轄工事] 



四国地方整備局
ＩＣＴの活用状況 本省集計ベース（Ｒ１→Ｒ２工事活用状況）

23

23
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36
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20
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140

R1 繰越工事活用状況 活用状況結果

完成 ＩＣＴ実施
件

[四国直轄工事] 

単位：件

１１７件

９４件

１１７件

R1 繰越工事活用状況

完成 23

ＩＣＴ実施 56 81

繰越 94 2

ＩＣＴ未実施 36 36 未実施

合計 117 94 117

実施

活用状況結果



四国地方整備局

浚渫工（河川）

土工
舗装工

○ 現場で施工される全ての工種にＩＣＴを活用し、生産性向上を図る取組を推進。

付帯構造物設置工
・コンクリートブロック
・排水構造物

地盤改良工

ＩＣＴ活用工種拡大

土工（河床掘削）

法面工

舗装工

土工（盛土）
土工（軟岩）

地盤改良工
付帯構造物設置工

・排水構造物
・側溝・縁石
・擁壁等

舗装工（修繕工）

付帯構造物設置工
・コンクリートブロック
・排水構造物

Ｒ２改訂・追加された工種
24



四国地方整備局

No No

【施工者希望Ⅱ型】

（１）総合評価の対象としない

《①～⑤を全面活用する場合》
（２）工事成績で加点評価する（主任：2点）
（３）必要経費は変更計上する

土工量
1,000m3以上

「ICT活用工事」
に設定

Yes

No

予定価格が

３億円以上
土工量

10,000m3以上

Yes

Yes

【発注者指定型】

（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する（主任：2点）
（３）必要経費は当初設計で計上する

②、④、⑤実施
No

Yes

【従来施工】

Ⅰ型の場合、工事成績の減点対象
（やむを得ない場合を除く。）

ＩＣＴの全面活用を希望したが、工事実施にお
いて、やむを得ず①～⑤の全面活用が出来
ない場合

ICT建設機械の施工等、自主的な活用は妨げな
い。

【施工者希望Ⅰ型】

《①～⑤を全面活用する場合》
（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する（主任：2点）
（３）必要経費は変更計上する

※①、②、③を計上。④、⑤は間接費に含む。

※①、②、③を計上。④、⑤は間接費に含む。

※当初設計で③を計上。①、②は変更追加。
④、⑤は間接費に含む。

・工事成績

部分活用として加点対象（主任1点）

※部分的な活用でも経費を計上。

・工事成績
加点対象としない

土工（対象工種）を含む「一般土木工事」
※対象工種 河川土工、海岸土工、砂防土工、道路土工（掘削工（河床等掘削含む）、盛土工、法面整形工）

※砂防土工は適用しない

ＩＣＴ活用工事【土工】の選定の流れ

【試行】

3,000m3以上

「ICT活用工事」
ＩＣＴ施工技術を全面的に活用する工事

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ＩＣＴ建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

【四国独自】

・部分的な活用でも設計変更の対象
・出来形管理等の施工管理で面管理を実施した場合は、共通仮設費、現場管理費の補正を実施。
※断面管理の場合は通常の経費に含まれる。

《②、④、⑤を部分的活用する場合》
（２）工事成績で加点評価する（主任：1点）
（３）必要経費は変更計上する

《②、④、⑤を部分的活用する場合》
（１）総合評価で加点評価しない
（２）工事成績で加点評価する（主任：1点）
（３）必要経費は変更計上する

又は
6千万円以上かつ

10,000m3以上【R3】

25



四国地方整備局
ICT活用のインセンティブ及び積算改定

◆ 企業評価 （その他企業評価）で加点（施工者希望Ⅰ型）

評価の視点 評価項目 評価点

そ
の
他
企
業
評
価

災害時等の対応
災害時の事業継続力の評価 5

災害時の復旧支援体制 5

地理的条件

地域内での拠点 5

鋼橋等製作工場の体制 5

AS舗装施工体制 10

ICT技術評価 ICT技術の全面的活用※ 5

週休2日工事の実績 週休2日履行証明書の評価 最大３

技能者等の活用
登録基幹技術者の活用 5

河川維持管理技術者等の活用 5

◆ 技術者評価で加点（発注者指定型・施工者希望Ⅰ型）

１．総合評価

評価の視点 評価項目 評価点

技
術
者
の
能
力
等

継続教育（ＣＰＤ）の取り組み
状況

配置予定技術者のＣＰＤ（継続教育）等 5

配置予定技術者の施工経
験

主任（監理）技術者等又は担当技術者としての同種工
事の施工経験

10

工事成績評定点 配置予定技術者の同種工事の評定点 30

優良工事表彰 優良技術者表彰の有無 5

ＩＣＴ全面活用工事の実績 ＩＣＴ活用証明書の有無 ２

◆ 主任監督員で加点

工事成績 評価項目 評点

全面的活用 ※5つのプロセスを全て活用 2

部分活用 ※最低限3次元データプロセスを活用 1

現 行 R2改定

※直接工事費 約１億円の河川工事の場合、約200万円（1.3%）増額

※5つのプロセス：下記項目①～⑤

※3次元データプロセス：下記項目②④⑤

１．総合評価

２．工事成績

３．積算

③

26



四国地方整備局

令和２年度～

ＩＣＴ活用工事の更なる促進（実施企業（技術者）の評価）

○ 四国地方整備局発注の「ICT活用工事」において全面的な活用を行った監理技術者等に対して

成績評定通知時に「ＩＣＴ活用証明書」を交付【平成31年4月1日以降に公告した工事を対象】

○ 令和２年度の総合評価から、「ICT活用証明書」を提出した配置予定技術者の加点評価を行う

● 平成３１年４月１日以降に公告した工事で、ＩＣＴの全面的な
活用を行った工事が対象。

● 工事が完成し、ＩＣＴの全面的な活用が出来たことを確認後、
成績評定通知時に「ＩＣＴ活用証明書」を交付。

交付基準

● ＩＣＴ活用証明書の有効期限は、交付日から２年間有効。

● 令和2年度の総合評価から、全ての工事で加点評価を実施。

ＩＣＴ活用証明書の交付と加点評価

ＩＣＴ活用証明書交付の取り組み

２年間有効
交付日契約

ICT活用工事

公告

平成３１年度（令和元年度）

◆ 技術者評価で加点＜証明書＞ 総合評価

総合評価の加点評価

※「ＩＣＴ活用工事」とは、
① ３次元起工測量、② ３次元設計データ作成、③ ＩＣＴ建機による施工、
④ ３次元出来形管理等の施工管理、⑤ ３次元データの納品

を全て実施した工事。

評価の視点 評価項目 評価点

技
術
者
の
能
力
等

継続教育（ＣＰＤ）の取り組み状況 配置予定技術者のＣＰＤ（継続教育）等 5

配置予定技術者の施工経験 主任（監理）技術者等又は担当技術者としての同種工事の施工経験 10

工事成績評定点 配置予定技術者の同種工事の評定点 30

優良工事表彰 優良技術者表彰の有無 5

ＩＣＴ全面活用工事の実績 ＩＣＴ活用証明書の有無 ２
監理技術者
等の氏名を
記載

27



四国地方整備局

■ 概 要

■ 目 的

ＩＣＴ専任講師制度

受注者が自主的に技術取得や能力向上への取り組みが可能となるようにICTの先駆者を「ＩＣＴ専任講師」として登録

し、必要な時に実践的な支援等が受けられることにより、更なるＩＣＴ活用工事の普及促進を図るとともに、ＩＣＴ施工の内

製化を推進することを目的に設けられました。

http://www.skr.mlit.go.jp/kikaku/iconstruction/instructor.html
28



四国地方整備局

 発注者指定型以外の工事で、ＩＣＴ施工未経験企業が①～④の一部を活用してＩＣＴ施工する場合
においては、その必要費用を契約変更の対象とする。

 企業として「ＩＣＴ専任講師」を初めて活用した場合、ＩＣＴ専任講師の必要費用を契約変更の対象と
する。

※ＩＣＴ活用工事
① ３次元起工測量、② ３次元設計データ作成、③ ＩＣＴ建機による施工、
④ ３次元出来形管理等の施工管理、⑤ ３次元データの納品

ICT専任講師の必要な費用
• 謝金（講師費用）
• 実費（交通費、宿泊費など）
上記費用を領収書等で確認
技術管理費に「ICT専任講師費用」として計上

＜期待される効果＞

 ＩＣＴ施工未経験企業に対して、ＩＣＴ施工の費用を計上することにより、ＩＣＴ施工の導入を促す
 ＩＣＴ専任講師のレクチャーと講師費用の計上することにより、能力向上からＩＣＴ施工への参入を促す

※ICT専任講師とは、
自主的に技術修得や能力向上への取り組みが可能となるように、
ICT施工の先駆者を「ICT専任講師」として登録、ＨＰに公表

＜ＩＣＴ未経験企業対象工事例＞
• 1,000m3未満の土工、3,000m2未満の舗装工などのＩＣＴ活用対象外工事
• 施工者希望Ⅱ型
• 施工者希望Ⅰ型（総合評価ではＩＣＴ施工を希望せず、契約後にＩＣＴ施

工を実施する工事）

＜ＩＣＴ専任講師対象工事＞
• 全ての発注方式

R2～ 全国統一として部分的な活用でも
設計変更対象

R2～ 全国統一として部分的な活用でも設計変更対象

R2～全国統一として部分的な活用でも設計変更対象

ＩＣＴ活用工事の更なる促進（ICTチャレンジ型）

ＩＣＴチャレンジ型 【継続(R1.10~)】
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四国地方整備局地域企業への普及拡大に向けた簡易型ＩＣＴ活用工事の導入

○起工測量から電子納品の一部の段階で3次元
データ活用を選択することが可能
※ただし、3次元設計データ作成、3次元出来形管理等の
施工管理及び3次元データの納品での活用は必須

○工事成績で加点・各段階で経費を変更計上

3次元設計
データ作成

ICT建設機械に
よる施工

【ICT活用工事】

選択可能な項目

○地域企業へICT活用拡大を図るため、工事の全ての段階で3次元データ活用が必須であったとこ

ろを、一部段階で選択可能とした「簡易型ICT活用工事」を2020年度より導入。

○その際、3次元データの活用に重きを置き、各段階で費用に適切に反映。

○起工測量から電子納品までの全ての段階で
3次元データ活用を必須

○工事成績で加点・経費を変更計上

3次元起工測量

【簡易型ICT活用工事】

3次元データ
の納品

3次元出来形管
理等の施工管理

【簡易型ICT活用工事の概要】

必須項目
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四国地方整備局

南部国道

小樽開発建設部

青森河川国道

岩手河川国道
秋田河川国道

鳴瀬川総合開発工事

仙台河川国道
山形河川国道

福島河川国道

日光砂防

下館河川

大宮国道

東京国道

横浜国道

甲府河川国道

千葉国道

静岡国道

信濃川河川

高崎河川国道

八ッ場ダム工事

富山河川国道

金沢河川国道

高山国道

土佐国道

宮崎河川国道大隅河川国道

熊本河川国道

福岡国道

佐賀国道

長崎河川国道

山口河川国道

広島国道 岡山国道

松江国道

鳥取河川国道

奈良国道

浪速国道

紀南河川国道

徳島河川国道

豊岡河川国道

福知山河川国道

福井河川国道

滋賀国道

長野国道

新丸山ダム工事

愛知国道

紀勢国道

大分河川国道

松山河川国道

富士砂防

立野ダム工事

サポート事務所

モデル事務所

天竜川上流河川

（モデル事務所を含む）

モデル事務所 ３次元情報活用モデル事業

小樽開発建設部 一般国道５号 倶知安余市道路

鳴瀬川総合開発工事事務所 鳴瀬川総合開発事業

信濃川河川事務所 大河津分水路改修事業

甲府河川国道事務所 新山梨環状道路

新丸山ダム工事事務所 新丸山ダム建設事業

豊岡河川国道事務所
円山川中郷遊水地整備事業（河川事業）

北近畿豊岡自動車道 豊岡道路

岡山国道事務所 国道２号大樋橋西高架橋

松山河川国道事務所 松山外環状道路インター東線

立野ダム工事事務所 立野ダム本体建設事業

南部国道事務所 小禄道路

香川河川国道

i-Constructionモデル事務所の決定について
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四国地方整備局i-Constructionモデル事務所の決定について

 i-Constructionを一層促進し、３次元データ等を活用した取組をリードする直轄事
業を実施する事務所を決定（平成31年度）。

 これにより、設計から維持管理までの先導的な３次元データの活用やICT等の新技術
の導入を加速化。

 調査・設計から維持管理までBIM/CIMを活用しつつ、3次元データの活用やICT等の
新技術の導入を加速化させる『３次元情報活用モデル事業』を実施。

 集中的かつ継続的に3次元データを利活用することで、事業の効率化を目指す。

 国土交通省直轄事業において工事の大部分でICTを活用する『ICT-Full活用工事』の
実施など、積極的な３次元データやICT等の新技術の活用を促進。

 地方公共団体や地域企業のi-Constructionの取組をサポートする事務所として、
i-Constructionの普及・拡大を図る。

★ その他、全事務所において

 ICT土工をはじめとする建設分野におけるICTの活用拡大など、i-Constructionの原則実施
を徹底し、国土交通省全体で着実な取組を推進。

※ モデル事務所を含む。

① i-Constructionの取組を先導する「i-Constructionモデル事務所」 （全国10事務所）

② ICT-Full活用工事の実施や地域の取組をサポートを行う「i-Constructionサポート事務所」
（全国53事務所※）
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四国地方整備局
地方公共団体へのＩＣＴ施工普及に向けた取組

現場支援型モデル事業（Ｈ２９～Ｒ１）
○ICT活用工事を、地方自治体発注工事等に広く普及を図るため、地方自治体発注工事を

フィールドとして、H29年度～R1年度 現場支援型モデル事業を実施してきた。
○本事業では、地方自治体が設置する協議会の下、ICTを活用する工程計画の立案支援、

ICT運用の指導等により、広くICT導入効果を周知することにより普及を促進。

粗

掘

削

繰り返し作業

丁張り作業の
削減

作業時間
の短縮

法

面

整

形

丁張りレス施工の提案ICTを生かした効率的な広域施工計画を提案

ＩＣＴ施工技術支援者育成取組（Ｒ２～ ）
○ＩＣＴ施工に踏み出せない中小建設業者に対し、現場条件に見合った活用方法等を適切に

アドバイスできる人材・組織を育成により普及を促進する。
○地方公共団体のICT施工担当者等に対して、研修を通じて中小規模工事の事例を提供し

ICT活用の知見の習得をすすめることで人材･組織の育成を支援する。

中小建設業者のICT施工を支援
する人材・組織の育成を実施

・中小建設業に技術支援（アドバイス）を行える仕組みが必要

育成した人材・組織

支援

33



四国地方整備局

H28年度 H29年度 H30年度 令和元年度 令和２年度

施工業者向け 281 356 348 441 137

発注者向け 363 373 472 505 83

合計※ 644 729 820 946 220

■i-Constructionに関する研修

※施工業者向けと発注者向けの重複箇所あり
※令和２年度の数値はR3.１月末現在

○ICT施工の未経験者への普及拡大及びICT施工の知見を深めるため、各地方整備局において定期
的に施工業者及び発注者向けの研修や現場見学会等を実施している。

○R２年度はコロナ禍であり、研修回数は減少しているが、無人化施工体験や小型ICT建機を使った操
作講習など新たな取組を実施

各地方整備局でのＩＣＴ施工普及の取組み
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講習フィールド＜九州技術事務所＞：講習状況

▲無人化施工（遠隔操作：モニター方式）

▲ＩＣＴ施工（マシンコントロール）

単位：件



四国地方整備局
ＩＣＴ施工技術講習会2020 in四国 開催概要

主 催 ：四国ＩＣＴ施工活用促進部会（四国地方整備局、四国四県、建設関連協会）

日 程 ：令和２年11月１6日（月）、１7日（火）

場 所 ：四国技術事務所 研修所 及び 屋外試験場

講 習 内 容 ：３Ｄ設計データ・3D点群処理・出来形帳票作成の実務演習（土工）、TS等を用いた出来形計測演習（土工、付帯構造物工）

参 加 者 ：３６名（建設業２４名、コンサルタント６名、リース業１名、発注者5名）

〇日程等

〇開催状況

３Ｄ点群処理

出来形計測

３Ｄ設計データ作成

出来形計測 出来形計測

13:20～14:50 TS等を用いた出来形計測（土工、付帯構造物工）

14:50～15:00

15:00～16:00 ３Ｄ点群処理（土工）

16:10～17:00 出来形帳票作成（土工）

＜　休　憩　・　移　動　＞

17:00～17:15 閉会　・　アンケート

16:00～16:10 ＜　休　憩　＞

10:00～10:10 開会　・　事務連絡

10:10～10:40

10:40～12:20

「ICT施工」概要説明

３Ｄ設計データ作成（土工）

12:20～13:20 ＜　昼　食　・　移　動　　＞

・ 会場近隣には、昼食場所があまりありませんので、各自ご持参

令和3年11月開催予定
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四国地方整備局ＩＣＴ施工経営者講習2019 in四国 開催概要

主 催 ：四国ICT施工活用促進部会（四国地方整備局、四国四県、建設関連協会）

日 程 ：令和元年11月20日（水）

場 所 ：高松サンポート合同庁舎 南館 102会議室

講 演 者 ：(株)川畑建設 専務取締役 川畑氏【山口県光市】
(株)山口土木 常務取締役 松尾氏【愛知県岡崎市】

参 加 者 ：58名
（建設業25名、コンサルタント1名、リース業14名、建設機械メーカ6名、ソフトメーカ1名、発注者11名）

〇日程等

〇開催状況

開会挨拶 会場風景

質疑応答(株)川畑建設 川畑氏

 ICTのモチベーション維持には、事
業承継が必要 ※会社を存続させる

 手厚い支援がある今すぐにでも取り
組むべき

 様々な技術(機器)を繋げ、通信する
(Communication)ことが必要

 新しい技術(情報)を常に入手するこ
とが必要

 常に変化できる体質が必要

　

　

人材確保が最重要課題と位置付け、ICTによる若手技
術者の育成方法や技術力向上、社内のICTの専門部
署を設置するなど社内のICT推進体制によるICTのメ
リットなど生産性向上や自社の取り組みについて紹介

ICT機器を積極的に活用し、建設現場及び社内での生
産性を向上させているICT活用推進のトップランナー。
自治体での工事を主体的に実施しており、その積極的
な活用について実体験に基づき生産性向上、働き方
改革について紹介

13:20　～　13:30 企画部長　佐々木 政彦

14:50　～　16:00

株式会社　山口土木

常務取締役　松尾 泰晴 氏

専務取締役　川畑 大樹 氏

株式会社　川畑建設

13:30　～　14:40

開会挨拶

第２章

第１章

講師

講師

(株)山口土木 松尾氏
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四国地方整備局

○中小規模工事に対応したＩＣＴ建機の拡大に向け、従来型の建設機械にアドオンで装着可能なシステ
ムの開発・実装が進んでいる。（掘削・整形操作支援）

○自動追尾型TS等の測位機能を活用し
た､マシンガイダンス技術

○通常の建設機械（バックホウ）にプリズ
ムを装着して、作業装置の位置をリア
ルタイムに計測・設計との差分を表示
する。

〇GNSSの受信が困難な市街地や狭隘
な施工箇所でも対応可能。

○機種を問わず後付け可能で、安価に
ICT機能を利用できる。

〇車載モニタのタブレットは、取り外して
出来形管理や施工管理にも利用可
能。

出展 (株)トプコン「杭ナビショベル」

出展 コマツ･LANDLOG(株)
「SC レトロフィット」

○RTK-GNSS測位技術を活用した､マシ
ンガイダンス技術

○通常の建設機械（バックホウ）にGNSS

アンテナ及び各種センサーを装着して、
作業装置の位置をリアルタイムに計測・
設計との差分を表示する。

○機種を問わず後付け可能で、安価に
ＩＣＴ機能を利用できる。

情報配信企業

○自動追尾型TSの測位機能を活用した､
マシンガイダンス技術

○通常の建設機械の作業装置に、プリ
ズムを装着して、作業装置の位置をリ
アルタイムに計測・設計との差分を表
示する。

○小型建機にも装着可能

出展 (株)カナモト「Ｅ三・Ｓ」

バックホウへの装着事例
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四国地方整備局

○中小規模工事に対応したＩＣＴ建機の拡大に向け、従来型の建設機械にアドオンで装着可能なシステ
ムの開発・実装が進んでいる。（排土板操作支援）

○自動追尾型TSの測位機能を活用した､マシンコントロー
ル技術

○小型バックホウの整地用排土板にプリズムを装着して､排
土板の位置をリアルタイムに計測､設計に合わせ制御す
る。

出展 日立建機(株)「PATブレードMC」

○GNSSや自動追尾型TSの測位機能を活用した､マシンガイダンス
技術

○ブルドーザや小型バックホウの整地用排土板にプリズムを装着し
て､排土板の位置をリアルタイムに計測､設計との差をモニタにガ
イダンスする。

〇締固め回数管理システムにも利用可能。

出展 西尾レントオール(株)
「排土板支援システム」
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四国地方整備局
ICT建設機械の普及促進に向けた認定制度の検討

○一般的なICT建設機械として、バックホウ、ブルドーザ、振動ﾛｰﾗ、モータグレーダ等の土工機械の他、路面切削機、地盤改良機などがある。
○ICT建設機械を認定し、認定機械の活用を支援することにより、建設工事におけるICT建設機械の普及促進を図るとともに、企業の設備投
資や新たな建設機械の開発を促す。

○ 平成28年9月12日の未来投資会議において、建設現場
の生産性を2025年度までに2割向上を目指す方針が示さ
れている。

○この目標に向け、建設現場にＩＣＴ施工を導入しており、ＩＣ
Ｔ施工を取り入れた建設現場においては、従来施工と比
較して、生産性が約３割向上している。

○ＩＣＴ施工を実施するには、測量から、建設機械による施工、
検査に至る建設プロセス全体をＩＣＴ化することが必要とな
るが、ＩＣＴ建設機械の普及率は低く（ＢＨ0.2ｍ３級以上で
約５％）、中小企業におけるＩＣＴ建設機械の活用が進まな
い状況。

○ＩＣＴ建設機械の活用が進めば、それに伴う企業の設備投
資、機械の新規開発が促され、関連企業の成長が期待さ
れる。

ＩＣＴ施工による作業時間短縮効果

■主なＩＣＴ建設機械

■ＩＣＴバックホウ（ＢＨ）の普及状況

ICTバックホウ ICTブルドーザ

ICT振動ローラ ICTﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ

ICT建機認定イメージ
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四国地方整備局

企業間連携型 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ効率型
補助率 1/2以内 2/3以内
上限額 100万～2,000万 100万～1,000万

i-Construction（ICT施工）の導入に関する補助金

ICTシステム機器導
入

ICT建設機械導入

ICT活用
ソフトウェ

ア
導入

ICT施工
人材育成

ものづくり・商業・サービス高度連携促進
事業

人材開発
支援助成金

② ①

④ソフト ハード 人材

補助率1/２以内
上限額4５0万

補助率6/10以内
及び賃金助成

※１中小企業生産性革命推進事業

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（もの
づくり補助金）

補助率２/３以内、上限額1,000万

サービス等生産性
向上IT導入支援事
業(IT導入補助金

2021)

③

※１

詳細な内容は、各制度の問合せ先に御確認下さい。

※２

※２複数の事業者にて連携することが前提

令和３年７月時点

更新

更新

補助率2/3以内
上限額4５0万

通常枠（AB型）

特別枠（CD型）
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四国地方整備局

ICTシステム機器導入

i-Construction（ICT施工）の導入に関する税制・融資制度

ICT建設機械導入

ICT活用
ソフトウェ

ア
導入

ソフト ハード

ハード

※２ 中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上
計画に基づく税制措置

⑨環境・エネルギー対策資金
（低利融資）

⑧IT活用促進資金
（低利融資）

⑥【国税】中小企業経営強化税制※２

即時償却又は取得価格の１０％税額控除

※詳細な内容は、各制度の問合せ先に御確認下さい。

⑦ 【国税】中小企業投資促進税制

特別償却３０%又は取得価格の７％税額控除

3年間 ０～2分の１に軽減

⑤【地方税】固定資産税の特例※１

※１ 生産性向上特別措置法に基づく税制措置

令和３年７月時点

更新
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四国地方整備局

 中小企業が事業者間でデータ共有・活用し生産性を高める取組に対し補助を行う。

ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業

1.企業間連携型

補助上限額

：１００万～２，０００万/者

補助率

：１/２～２/３ ※2

①

複数の中小企業が事業者間でデータ共有し、
連携体全体として生産性の向上を図るプロジェ
クト及び地域未来投資促進法に基づく地域経
済牽引事業計画の承認を受けて連携して新し
い事業を行い、地域経済への波及効果をもた
らすプロジェクトを支援

2.サプライチェーン効率化型

補助上限額

：１００万～１，０００万/者

補助率

：１/２～２/３ ※４

幹事企業・団体等（大企業含む）が主導し、中
小企業・小規模事業者等が共通システムを全
面的に導入し、データ共有・活用によってサプ
ライチェーン全体を効率化する取組等を支援

最新の情報、詳細につきまして
は、問合せ窓口に必ず確認して
下さい。

！

※1 連携体は２～５者により構成

令和３年７月時点

※２ 中小企業 １／２以内
小規模企業者・小規模事業者 ２／３以内

※３ 連携体は2～10者により構成

対象となる条件（共通）
以下の事業計画の策定及び実行

・付加価値額 ＋３％以上／年 ・給与支給総額 ＋１．５％以上／年
・事業場内最低賃金＞地域別最低賃金＋３０円

※４ 中小企業 １／２以内
小規模企業者・小規模事業者 ２／３以内

公募終了
（次期公募未定）
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 中小企業生産性革命推進事業

中小企業生産性革命推進事業（ものづくり補助金、IT導入補助金）

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業（ものづ
くり補助金）

補助上限額 ：１,０００万

補助率 ：１/２～２/３ ※１

サービス等生産性向上IT導入支援事業（IT導入
補助金2021）

Ａ類型 （導入業務プロセス２以上）
補助額 ：３０～１５０万未満

中小企業が生産性向上を実現するためバックオフィス業
務の効率化等に資するＩＴツールの導入を支援

ソフトウェアを導入する業務プロセスの数により「Ａ類型」
か「Ｂ類型」を選ぶ

「Ｃ・Ｄ類型」はPCタブレット等のレンタル費用も対象
最新の情報、詳細につきましては、問合せ窓
口に必ず確認して下さい。！

※1 中小企業 １／２
小規模企業者・小規模事業者 ２／３

②

中小企業・小規模事業者が行う革新的な生産性プロ
セスの改善等に必要な設備投資等を支援

③

Ｂ類型 （導入業務プロセス５以上）
補助額 ：１５０～４５０万以下
補助率 ：１/２ （通常枠）

7次申請受付 令和3年6月3日～8月17日迄

令和３年７月時点

対象となる条件（共通）
以下を満たす３～５年の事業計画の策定及び実行

・付加価値額 ＋３％以上／年
・給与支給総額 ＋１．５％以上／年
・事業場内最低賃金＞地域別最低賃金＋３０円

通年で公募（３ヶ月おき「9次申請」まで行う予定）

2次申請受付
令和3年4月7日～8月17日迄

通常枠

特別枠（低感染リスク型ビジネス枠）

Ｃ類型 （低感染リスク型ビジネス類型）

補助額 ：３０～４５０万以下
Ｄ類型 （テレワーク対応型）

補助額 ：３０～１５０万以下
補助率 ：２/３ （特別枠）
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四国地方整備局人材開発支援助成金

最新の情報、詳細につきましては、問合せ窓口に必ず確認して下さい。！

【人材開発支援助成金】

 職務に関連した専門知識及び技能取得費用を助成

※研修事例（ICT土工）

１ 安全衛生（4時間）
①研修ガイダンス
②災害事例
③まとめレポート作成

２ ＩＣＴ概論（3時間）
①ＩＣＴ土工概要
②ＩＣＴ施工管理法

３ 起工測量（16時間）
①ＵＡＶの概要
②ＵＡＶ等による起工測量実習
③写真点群データ作成実習

４ ＩＣＴ施工（16時間）
①ＩＣＴ施工実習
②３次元出来形管理実習

５ 関係法令（2時間）
①公共測量におけるＵＡＶ安全基準

・ 6日間
・ 受講費用：約35万円

【助成額計算例】
41h×960円=39,360円
350,000×0.6=210,000円
計 249,360円

支給対象となるコース

特定訓練コース

・職業能力開発促進センター等が実施する在職者訓練（高
度職業訓練）、事業分野別指針に定められた事項に関する
訓練 、専門実践教育訓練、生産性向上人材育成支援セン
ターが実施する訓練等

・採用５年以内で、 35 歳未満の若年労働者への訓練

・熟練技能者の指導力強化、技能承継のための訓練、認定
職業訓練

・海外関連業務に従事する人材育成のための訓練

・厚生労働大臣の認定を受けた OJT 付き訓練

約25万円

④

令和３年７月時点
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四国地方整備局

必要とされる書類
・工業会の証明書 ※1

・「先端設備等導入計画」の申請書・認定書

対象となる要件
・最新モデルであること（新車・新品）
・発売から10年以内（機械設備/建設機械） 6年以内（器機/測量機器)
・１６０万以上(建設機械） ３０万以上（測量機器等）
・前モデル比で生産性平均１％以上向上 ※1

固定資産税優遇措置

最新の情報、詳細
につきましては、問
合せ窓口に必ず確
認して下さい。

！

⑤
3年間 ０～2分の１に軽減

【地方税】 固定資産税の特例

 生産性向上特別措置法による固定資産税減免を受けられる。

「導入促進基本計画」の同意を受けた市区町村に所在する
中小企業で、「経営革新等支援機関」による「先端設備等
導入計画」の事前認定を取得すること。

１，６５４ の自治体が、
固定資産税ゼロの措置を実現
（令和３年３月末時点）

先端設備導入に伴う固定資産税
ゼロの措置を実現した市区町村

「導入促進基本計画」は各市
町村により異なります、各市
区町村固定資産担当窓口で
必ず確認して下さい。

！
出典 中小企業庁ＨＰより

令和３年７月時点

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sei
sansei/2021/210506seisansei_03.pdf
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四国地方整備局

 中小企業等経営強化法による、法人税
減免の減免を受けられる。

法人税減免措置

【国税】 中小企業経営強化税制

即時償却又は取得価額の税額控除

即時償却 税額控除

購入初年度に
取得価額の

１００％償却

取得価額の７％

取得価額の１０％

又は

資本金3,000万円超～1億円以下

資本金3,000万円以下

⑥ ⑦
特別償却３０%又は取得価格の７％税額控除

【国税】 中小企業投資促進税制

最新の情報、詳細につきましては、問合せ窓口に必ず確認して下さい。！

必要とされる書類
・工業会の証明書 ※1

・「経営力向上計画」の申請書・認定書 ※2

対象となる要件(⑥）
・一定期間内に販売されたモデル（中古品は対象外）
・前モデル比で生産性平均１％以上向上 ※１
・担当省庁より発行される「経営力向上計画」の事前認定 ※2
・１６０万以上(建設機械） ７０万円以上（ソフトウェア等）

３０万以上（測量機器等）

特別償却 税額控除又は

資本金3,000万円以下

資本金3,000万円超～1億円以下

取得価額の７％購入初年度に
取得価額の

３０％償却

購入初年度に

取得価額の３０％償却

特別償却

 中小企業投資促進税制では、法人税
減免の減免を受けられる。

対象外の業種がありま
す。

！

対象となる要件(⑦）
・１６０万以上(建設機械）

７０万以上（一定のソフトウェア 事業年度内の取得価額の合計７０万以上）
１２０万以上（測量機器等事業年度内の取得価額の合計120万以上）

令和３年７月時点

令和4年度末まで
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 IT活用促進資金

低利融資制度

ICT施工機器の購入・賃借

⑧ ⑨
基準利率、特別利率

各種環境対策型建設機械の購入

貸付対象はMC/MG機器やＴＳ／GNSS、TLS

等のICT機器と取付改造費

 環境・エネルギー対策資金

・建設機械は含みません。
・賃貸業は対象外。！

新車で販売中のICT建機はオフロード法基準適合
車です。低炭素型建設機械、燃費基準達成建設機
械の認定の有無はﾒｰｶ等に確認して下さい。！

貸付対象は各種環境対策型建設機械の購入費

中小企業事業(限度額7億2千万） 国民生活事業(限度額7千2百万）

基準利率 1.11%

特別利率① 0.71%

特別利率② 0.46%
（5年超6年以内、令和3年6月）

基準利率 2.06～2.55%

特別利率A 1.66～2.15%

特別利率B 1.41～1.90%
（担保不用の貸付、令和3年6月）

標準的な利率のため
詳細は最新情報を制
度紹介HPや窓口に
確認して下さい。

！

○排出ガス対策型建設機械
○オフロード法基準適合車
○低炭素型及び燃費基準達成建設機械

○貸付金額が４億円を超える場合は、基準利率

令和３年７月時点

基準利率、特別利率

中小企業事業 国民生活事業

4億円まで
基準金利

特別金利①

基準金利

特別金利A

4億円超 基準金利 基準金利
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区分 制度 対象 実施機関 問い合わせ先 ＨＰ

補助
金

①

ものづくり・商業・サー
ビス高度連携促進事
業

事業者間でデータを
共有・活用すること
で生産性を高める高
度なプロジェクトを支
援

購入費
https://www.nttdata-strategy.com/r3tousyo-

monohojo/

https://www.nttdata-

strategy.com/assets/pdf/r3tousyo-

monohojo/r3_setsumeikai.pdf

②

ものづくり・商業・サー
ビス生産性向上促進
事業（ものづくり補助
金）

生産性向上に資する
革新的サービス開
発・試作品開発・精
算プロセスの改善を
行うための設備投資

購入費

－ https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_f

y2019/hosei/pdf/hosei_yosan_pr_0130.pdf

https://seisansei.smrj.go.jp/

http://portal.monodukuri-hojo.jp/about.html

https://www.it-hojo.jp/applicant/③

サービス等生産性向
上IT導入支援事業（IT
導入補助金）

ＩＴツールのソフト本
体、クラウドサービス、
導入教育費用他

購入費

－

人材
育成 ④

人材開発支援助成金 ICT土工をはじめと
する特定訓練の経
費や賃金補填

研修費
賃金補
填

職業能力開発促
進センター等

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/0

00763526.pdf

補助金・税制・融資等支援一覧

申請受付中

令和３年７月時点

7次申請受付

令和3年6月3日～
令和3年8月17日迄

2次申請受付

令和3年4月7日～
令和3年7月30日迄

公募終了
（次期公募未定）
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区分 制度 対象 実施機関 備考

税制
優遇

⑤
生産性向上特別措置
法

生産性が年平均３％
以上向上する建設
機械、情報化施工機
器 等

固定資
産税

市町村
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisans

ei/index.html

⑥
中小企業経営強化税
制

生産性が年平均１％
以上向上する建設
機械、情報化施工機
器 等

法人税、
所得税、
法人住
民税、
事業税

国（法人税、所得
税）、都道府県
（法人住民税、事
業税）、市町村
（法人住民税）

https://www.meti.go.jp/main/zeisei/zeisei_fy20

21/zeisei_k/pdf/zeiseikaisei.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/pdf/t

ebiki_zeiseikinyu.pdf

https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/do

wnload/tyuusyoukigyoutousisokusinzeisei_su

mmary.pdf

⑦
中小企業投資促進税
制

建設機械、情報化施
工機器 等

低利
融資

⑧ IT活用促進基金
情報化施工機器の
購入・賃借

購入・
賃借

(株)日本政策金
融公庫

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/11_itsiki

n_m_t.html

⑨
環境・エネルギー対
策資金

建設機械 購入
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kank

youtaisaku_t.html

補助金・税制・融資等支援一覧
令和３年７月時点

令和4年度末まで
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四国地方整備局

ＤＸの取り組み



四国地方整備局新型コロナウイルスをきっかけとした社会変容

出典 6月17日 第26回 産業構造審議会総会資料より

○ 新型コロナウイルスをきっかけとして社会のデジタル化が進展し、オンライン会議や地方居住が進むなど仕事
も働き方も大きく変わることが予測されている
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四国地方整備局基幹テクノロジーの動向

５G

AI

クラウド

データの高速通信

データの認識・判断

データの保存処理

出典：株式会社MM総研

【クラウドサービスの国内市場規模は年々拡大】

【2020年第５世代移動通信システム(５Ｇ)サービス開始】

■企業の既存システムをパブリックク
ラウドに移行する動きが加速

■AWS（Amazon)、Azure（Microsoft)、
GCP（Google）の寡占化が進展

■超高速（20倍）、超低遅延（1/10）、
多数同時接続（10倍）環境の実現

■IoTデバイスの普及拡大とデータ
送受信の拡大

【ディープラーニングの進化による画像認識市場の拡大】

監視カメラ・ドローン
産業機械・自動車・交通
家電・ウェアラブル
医療機械
ATM・POS
その他・メタデータ

■画像解析分野はカメラ等周辺機器
の充実により、様々な産業に拡大

■今後、言語解析の拡大が見込ま
れ文書管理などへの適用が進む
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四国地方整備局インフラ分野のＤＸ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ･ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）の推進
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四国地方整備局先行地整の取り組み（中部地整）
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四国地方整備局先行地整の取り組み（近畿地整）
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